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・【基本方針３】情報発信の推進と協働のまちづくりに基づき、外国人住民への行政情報
発信の充実と日本人住民への多文化共生への啓発、住民との協働による相互理解を深
める施策を引き続き進めていく。

・外国人住民との円滑なコミュニケーションを図るための、多言語対応ツールの導入及び、運用
実績を重ね、全庁の窓口において国際化を推進していく。
・外国人が日本語を習得する環境を整えるため、引き続き日本語教室の運営を積極的に支援す
る。
・「やさしい日本語版」「英語版」に続き、多言語版の外国人生活ガイドブックの作成を進める。
・日本人と外国人がお互いの文化の理解を深める機会として「国際交流イベント」を実施すること
により、地域住民との交流を促進し、異文化理解の啓発活動を継続する。

第6次行政改革大綱
に基づく取組の進捗
状況

次年度以降におけ
る施策の具体的な
方向性

令和6年度実績
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令和4年度実績

(1)
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令和5年度実績

● 令和元年から令和２年にかけて実施する町制施行50周年記念事業の開催により、町民
のシビックプライドを醸成するとともに、町勢要覧の作成を予定しています。
● 地域のコミュニティ機能を高め、町の活力維持につながる取組を図ります。
● 今後も引き続き「伊奈町民討議会」を開催していく予定でありますが、若い世代の参加が
少ないことから、参加への意識醸成に努めます。
● 行政区への加入が伸び悩んでいることから、地域活動やイベントを様々な面から支援
し、地域コミュニティの活性化に取組みます。
●「 協働とは何か」が町民に浸透しておらず、考え方が定まっていないことから、今後は、
「協働のまちづくり指針」の策定の中で定義や役割を定めていきます。
● 国際化の推進において、相互理解を推進する必要性が高まっており、全庁的な取組を検
討します。
● 東京2020 オリンピック・パラリンピックでのホストタウン、伊奈まつりでの国際交流ブース
の設置など、外国人との共生や国際交流の機会の充実に努めます。

指標名

今後に向けた
課題・方向性

・翻訳ツールとして、翻訳機（ポケトーク）、オンライン通訳システム、多言語チャットツールを導入し、外国人住民に
対する窓口案内等に対応できる体制を整えた。
・バラまつり、伊奈まつり、伊奈マルシェ、商工フェスティバルへ国際交流ブースを出展した。海外の遊び体験や啓発
品の配布等を通して、町内住民の多文化理解を深めた。
・日本語教室へ運営経費補助金の交付を行い、安定的な会の運営の支援を行うとともに、教室の活動内容を広報
いなに掲載することにより、学習者やボランティアスタッフの新規入会者の増につなげるなど、積極的に支援を行っ
た。
・外国人向けに「やさしい日本語」を活用した生活ガイドブックを作成し、外国人の全世帯に配布することにより生活
情報や行政情報の提供を行った。
・県のワンナイトステイ（１泊２日のホームステイ受入）事業において町民と外国人とを斡旋し、交流の機会を設ける
ことができた。

施策を取り巻く
環境の変化に
ついて

・外国人住民の数は５年前（H31．4月）と比較すると約1.5倍（435人→687人）、10年前（H26．
4月）と比較すると約2.5倍（272人→687人）に増加している。

施策達成度
の理由
（施策に対する
今年度の実績
及び効果）

施策を達成する
うえでの障害に
ついて

・日本語の習得や日本文化、生活習慣などを学びたいという外国人住民が増加している。
・窓口や電話対応における多言語対応の充実が求められている。
・すべての住民が暮らしやすいと感じるまちづくりのため、外国人住民にも「伊奈町に住んで
よかった」「伊奈町が第２の故郷だ」と感じられるまちづくりが必要とされている。

・外国人住民からの相談や、窓口対応に従事する職員、新規採用職員向けに翻訳ツールの
運用研修を実施し、庁舎内の国際化を推進した。
・日本語教室と町内の高校生の交流する場を企画するなど、幅広い世代間での交流の機会
を増やすことができた。

住民ニーズの変
化について

展開した事業は
適切であったか

・外国人住民が増加傾向にあり、今まで町への転入実績が無い国からの転入も増えていくこ
とが見込まれるため、より多くの言語や文化に対応する必要がある。
・転入者の増加に伴い、区への加入率の減少など地域住民同士の繋がりが希薄になってお
り、外国人住民が地域から孤立してしまう可能性がある。地域内で外国人住民を支える仕組
みづくりが必要である。
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1,572 1,175

当初予算額
決算額　　（単位；千円）

642

一般財源
行政評価表（事業評価一覧）

合計
0 5330

成
果
指
標
の
推
移

令和2年度実績 令和3年度実績

(4)

決算合計 国・県補助 地方債 その他特定財源

施策名 ３-国際化の推進

ま
ち
づ
く
り
目
標
値

目指す姿

　地域のコミュニティ機能が高まり、地域住民同士が協力し、自ら地域
を支える活動に取組むなど、協働のまちづくりが推進されています。

目標（令和6年度）

施
策
の
内
容

令和５年度　行政評価表
担当課 コミュニティ推進課

今年度の
施策達成度

章名 第５章_共につくる_未来につながるまち A
施策が既に完了した。見直しや改善を行い最善に近い。（進捗率71～100％）

施策の見直し、改善等の検討余地がある。（進捗率31～70％）

施策を検討したが効果が上がらない。遅れている。未実施。（進捗率0～30％）節名 第２節_地域コミュニティの活性化と協働の推進


